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「遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保 

に関する法律」の遵守の徹底について 

 

 遺伝子組換え生物等は、「遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様

性の確保に関する法律」（平成 15 年法律第 97 号）及び同法に基づく政省令及び

告示（以下「法令」という。）に基づき、環境中で使用等を行うにあたっては、あ

らかじめ主務大臣の承認を受ける必要があります。 

遺伝子組換えの疑いがあるメダカが同法に基づく承認を得ずに一般に流通してい

た事案が昨年に確認され、警視庁の捜査により、当該事案は、大学の研究室におい

て研究目的で飼育されていた遺伝子組換えメダカが同大学の学生(当時)によって持

ち出され、その後、個人間で飼育・譲渡等が行われたものであったことが判明しま

した。 

令和５年３月３日には、同大学から文部科学省に、遺伝子組換えメダカが持ち出

されたことについて報告書の提出があり、本日、事案の重大性を鑑み、同大学に対

して、再発防止のための措置を徹底するよう文書による厳重注意を行いました。 

このような事案が再度発生することがないよう、各研究機関におかれては、遺伝

子組換え生物等の使用等にあたっては、法令を遵守し、必要な拡散防止措置が執ら

れていること及び適切な体制が整備されていることを改めて確認し、遺伝子組換え

生物等の適正な使用等の徹底をお願いします。 

つきましては、貴管下の研究機関において、本内容の周知にご協力いただきます

ようお願いします。 
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（参考） 

 

「遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律」

の概要 

 

１ 法に基づく措置の概要 

（１）第一種使用等と第二種使用等 

 環境中への拡散を防止しないで行う使用等である第一種使用等と環境中への

拡散を防止しつつ行う使用等である第二種使用等の２つの使用形態がありま

す。 

 第一種使用等にあっては、あらかじめ主務大臣の承認を受ける義務がありま

す。第二種使用等にあっては、主務省令に拡散防止措置が定められている場合

は当該措置を、定められていない場合はあらかじめ主務大臣の確認を受けた拡

散防止措置をとる義務があります。 

 

（２）譲渡等をする際の措置 

 （１）の措置のほか、遺伝子組換え生物等の譲渡等する際には情報提供をす

る必要があります。 

 

（３）罰則 

 法第五章（第３８条から第４８条）には、法の規定に反した場合の罰則が定

められています。また、法第４５条の規定により、法人等の代理人、使用人そ

の他の従業者が違反行為をした場合は、違反を行った行為者だけでなく、当該

法人等に対しても罰則が科せられることがあります。 

 

２ 法に基づく措置の実施に当たっての体制整備 

 「法第３条の規定に基づく基本的事項」（平成１５年財務省・文部科学省・厚

生労働省・農林水産省・経済産業省・環境省告示第１号。）第２の２において、

使用等をする者がその行為を適正に行うための配慮事項として、遺伝子組換え生

物等の特性及び使用等の態様に応じ、安全委員会等を設置し、遺伝子組換え生物

等の安全な取扱いについての検討を行うとともに、遺伝子組換え生物等の取扱い

について経験を有する者の配置や遺伝子組換え生物等の取扱いに関する教育訓練

等に努めることとされています。 

 

※ 遺伝子組換え生物等の使用等を行う研究機関におかれましては、上記の内容を

十分にご理解の上、遺漏なきようご留意ください。法及び政省令等については、

文部科学省ウェブページ（http://www.lifescience.mext.go.jp/bioethics/ 

anzen.html）あるいは日本版バイオセーフティクリアリングハウスのウェブペ

ージに掲載されています。 


